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職場の分煙化が進み，禁煙する勤労者が増加しているが，禁煙後の体重増加の問題が発生し
ている。禁煙した勤労者の健康維持を支援する方法を検討する。
職場の分煙活動が展開された2002年度から2006年度までの期間に禁煙した男性勤労者（禁煙

群）64名を対象とした。その生活習慣を健康診断結果より後ろ向きに調査し，同職場に在籍し
た同年代の269名の喫煙勤労者（喫煙群）を対照として比較した。
禁煙開始前には禁煙群，喫煙群に喫煙・運動・飲酒習慣，血圧，

（ ）に有意な差を認めなかった。ただし，禁煙群では寝る前に食事をする習慣の割合が
より高く，睡眠時間が少なかった。観察終了時に，喫煙群では低下した週１回以上運動する割
合が，禁煙群では有意に増加していた。また，観察開始時に認めた禁煙群と喫煙群の食習慣，
睡眠時間の有意差はなくなっていた。一方，観察終了時の禁煙群の と血圧は，喫煙群に
比べ有意に高値を示した。また，禁煙群で運動頻度が週１回以上増加しないと， が対照
喫煙群に比べて，有意に増加していた。
喫煙を継続した群に比べ，禁煙した勤労者で ，血圧が高くなっていたが，同時に食事，

運動習慣の改善を認めた。特に運動頻度が増加していたが，運動頻度が増えなかった勤労者で
の体重増加が顕著であり，禁煙直後の運動指導を体重増加の予防方法として考慮する必要性を
示した。

禁煙，喫煙，運動習慣，肥満，健康日本21

Ｉ

わが国では，健康増進法の施行，健康日本21
活動の展開により，公共施設，職場の分煙環境
が急速に整備され無煙環境づくりが推進されて
いる1)。それに伴い，国民全体の喫煙率も低下
してきている。この環境の変化に促されたかた
ちの禁煙者数の増加は，職場においては，これ
までの健康づくり活動や，保健指導によるその
数を上回っていた2)。一方，禁煙直後に体重が
増加し，脂肪肝を発症し，それに続いて高血圧，
糖尿病の発病が心配となってきている勤労者も

少なからず存在する。喫煙の害を放逐したが，
肥満という健康障害に前喫煙者は新たに向き合
う必要がでてきていると思われる3)4)。禁煙の
推進が先行している欧米においては，禁煙指導
には肥満予防のプログラムも並行して必要では
ないかともいわれている5)6)。喫煙の発がん作
用や，疾病への悪影響を明らかにした報告は数
多く存在する7)。しかし，喫煙者が禁煙した場
合に生じる直後の生活習慣の変化や，新たに生
じる体重増加の問題の実態は，特に，無煙環境
づくりがようやく始まったわが国ではいまだ明
らかにされていない。そこで，最近，自発的に
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喫煙年数(年)
毎日飲酒(％)
週１回以上の運動(％)
寝る前の食事(％)
睡眠時間(時/日)

(㎏/㎡)
収縮期血圧( )
拡張期血圧( )

注 禁煙群と対照群の平均はパラメトリック検定を，割合(％)はフィッシャーの直接確率計算法を
用いて解析し，得られた確率(ｐ)値を示した。
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禁煙した勤労者の，禁煙行動を起こした前後の
体重，血圧，生活習慣を調査し，喫煙を継続し
ている勤労者を対照としてそれらの項目の比較，
検討を行った。

Ⅱ

2001年度から，職場の禁煙対策を健康日本21
活動として新たに取り組み，空間分煙環境の整
備が推進された電気，ガス機器製造職場を対象
とした。観察期間は2002年度から2006年度とし，
初年度と最終年度の定期健康診断時の問診票，
健康診断結果を調査した。禁煙実施者と喫煙対
照者は，４年間，同じ職場に在籍した勤労者か
ら選定した。この職場全体の男女別喫煙率はそ
れぞれ，2002年度は52.0％と12.0％，2006年度
は42.5％と11.3％だった。2002年度の勤労者数
は男性1,940名，女性455名，2006年度は男性
1,491名，女性320名だった。
2006年度の問診票にて，禁煙したと回答した

勤労者は225名だった。このうち，禁煙したの
が３年以内，４年から９年以内，10年以上前，
無回答，の勤労者数はそれぞれ，93，37，80，
15名だった。最近３年以内に禁煙したと答えた
93名の勤労者では，８名はがんや心筋梗塞の治
療目的の入院を契機に禁煙を開始し，また，17
名は観察期間中の他職場からの転入者だったの
で除外した。さらに，４名だけであった女性は
除外し，男性禁煙者64名を実際の調査対象の禁
煙群とした。対象職場の男性喫煙者全員では，

禁煙群との平均年齢が異なったため，年齢調整
を行った喫煙対照群を抽出した。まず，禁煙群
と喫煙群別に，それぞれ５歳きざみの年齢度数
表を作成した。次に，最も多くの対照者を抽出
できた禁煙者の4.2倍の人数比で，健康診断の
受診番号順にて同一年齢層の喫煙者を抽出した。
その結果得られた269名の喫煙者を対照の喫煙
群とした。
観察期間中の健康診断は同一の健康診断機関
が２月下旬から３月上旬にかけて実施していた。
検査は午前８時30分から11時までに，前日の21
時以降，禁煙，絶飲，絶食を指示のもと行われ
た。 （ ）は体重（㎏）
／身長（ｍ）2から算出した。血圧は水銀血圧計
で測定し，収縮期血圧が140 以上あるい
は拡張期血圧が90 以上の場合は再測定
し，その低い値を用いた。生活習慣は自己記入
式，１項目選択式問診票を用い，喫煙習慣（１
：吸わない，２：禁煙した，３：吸う），飲酒
習慣（１：飲まない，２：１～３日／週，３：
４～６日／週，４：毎日，飲む），運動習慣
（１：運動しない，２：１～２回/月，２：１
回/週，３：２～３回/週，４：４～５回/週，
５：毎日，運動する），食習慣（１：規則的，
２：朝食をとらない，３：間食する，４：夜寝
る前に食べる）を調査した。また，睡眠習慣で
は平均睡眠時間を，喫煙者には，１日喫煙本数
と喫煙年数を記入させた。
統計的解析は，２群の平均の比較はパラメト
リック検定を行い，Ｆ検定で分散を確認後，ス

チューデントのｔ検定ある
いはウェルチのｔ検定を用
い，割合の比較はフィッ
シャーの直接確率計算法を
用いた。いずれの場合もｐ
＜0.05で有意差ありと判定
した。統計ソフトは
（
）を使用した。また，

表と本文中の数値は平均±
標準偏差で示した。
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注 禁煙後に運動頻度が週１回以上増加した勤労者（Ａ）と，それ
以外で運動頻度がほぼ不変，あるいは減少した勤労者（Ｂ）で，
禁煙群と喫煙群（対照群）の の変化量（Δ ）を比較し
た。結果は平均±標準誤差で示した。
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Ⅲ

観察開始時の調査では，喫煙群と禁煙群に，
年齢，喫煙習慣には有意な差を認めなかった

。毎日飲酒する習慣と週１回以上運動
する習慣の割合， ，血圧の値も両群で有
意な差を認めなかった。しかし，禁煙群では，
喫煙群に比べて，夜寝る前に食事をする習慣の
割合が有意に高く，睡眠時間が有意に少ない集
団だった。禁煙群は2006年度までには禁煙して
おり，平均禁煙期間は1.4±0.8年だった。禁煙
後には，禁煙群では週１回以上運動する割合が
有意に増加し，夜寝る前に食事する割合は逆に
減少し，喫煙群と差を認めなくなっていた
。また，両群に，朝食の摂取などの他の食

習慣の項目には有意な差を認めなかった（結果
は示さず）。睡眠時間は，喫煙群でその平均値
が減少し，禁煙群との有意な差が４年後の調査
では消失していた。一方，禁煙群の ，血
圧は喫煙群に比べ，有意に高い値を示した。
特に，変化が著しかった運動頻度と，

の関係をさらに検討した。禁煙後の運動頻度が
週１回以上増加した群とそれ以外の群で，

の変化量を禁煙群，喫煙対照群で比較し
た 。運動頻度が週１回以上増加した群
では両群の の変化量は0.5㎏/㎡/４年と
ほぼ同様だった。運動習慣が観察前後でほとん
ど変化しなかった場合には，禁煙群と喫煙群の

の変化量はそれぞれ，1.1と0.1（㎏/㎡/
４年）の有意な差を認めた。

Ⅳ

禁煙を希望しない喫煙者への禁煙介入は従来
から，困難であることが知られており，その保
健指導にも時間と労力が必要である8)。その一
方，わが国でも，ようやく職場の空間分煙環境
が変わり，これまでになく多くの勤労者が，自
主的に禁煙を開始してきている2)。そのような
行動を起こした禁煙群と喫煙を継続した喫煙群
の観察開始時の生活習慣には，明らかな違いは

認めなかった。ニコチン依存度は，禁煙のしや
すさと関連するといわれているが9)，禁煙群の
タバコの本数，喫煙年数の指標は喫煙群と差を
認めなかった。ただし，毎日飲酒する勤労者が，
喫煙群で多い傾向を示していたことから，飲酒
習慣は喫煙を継続することに関連があると推測
された。
多くの報告と同様に，禁煙行動を起こした後
に，体重の増加，それに伴う血圧の上昇を認め
た3)-5)10)。対象者の約７割で血液検査結果の観
察が可能だったが，禁煙群，喫煙群で血清コレ
ステロール，空腹時血糖の平均値は４年間で同
様に増加したが，両群に有意な差は認めなかっ
た（結果は示さず）。今回は，禁煙後４年未満
の対象者での観察結果であるので，この体重の
増加が，今後，糖尿病，高脂血症などの肥満関
連疾病の発症に影響を与えるかどうかは，より
長期の観察で検討する必要がある。
禁煙後の体重増加は喫煙群よりも加速してい
たが，禁煙した勤労者には，肥満を抑制する方
向への，生活習慣の変化も認めた。最も顕著な
変化は，週１回以上運動する習慣で認められ，
喫煙群では７ポイント減少したものが，禁煙群
で13ポイント増加していた。これまでも，横断
調査ではあるが，禁煙者では運動習慣頻度が喫
煙者よりも高いことが指摘されている10)。喫煙
に１本当たり３分かけるとすれば，１日20本の
喫煙者には，約１時間の余暇時間が禁煙するこ
とで発生する計算になる。禁煙後，運動習慣を
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増やせた勤労者は，このような時間を有効に使
えるようになった結果とも考えられる。また，
禁煙群では の増加は運動頻度が増加して
いる場合には抑制されていたことを示し，運動
が禁煙後の体重増加予防に有用であることを示
唆する結果を示した。
運動習慣以外の習慣では，観察終了時に，禁

煙群と喫煙群の平均値には差を認めたものはな
かった。しかし，観察開始時に，差を認めた食
事習慣と睡眠時間において，禁煙群と喫煙群で
はそれらの変化に違いを認めた。喫煙継続者で
は，寝る前の食事をとる頻度が増え，睡眠時間
が減少する方向へ変化したのに対し，禁煙群で
は，前者の頻度が減り，睡眠時間はほぼ不変
だった。このことは，喫煙習慣が，喫煙そのも
のの害に加え，他の生活習慣を悪化させる特質
を伴っていることを示しているように思われる。
ただし，この結果は，従来，禁煙準備段階の特
徴とされている運動，食事習慣を改善しようと
する意識が，禁煙後も維持されていること，あ
るいは，自発的に禁煙できる対象者そのものの
特徴であることを示している可能性もある11)-13)。

Ⅴ

分煙環境が整備された職場で自主的に禁煙し
た勤労者で，禁煙後３年以内に，体重増加と血
圧上昇を認めた。しかし，禁煙者の運動，食事
習慣に，より健康的な方向への改善を認めた。
また，運動頻度が増加しない勤労者では，禁煙
後の体重増加が顕著だったので，禁煙後の体重
増加を予防，あるいは軽減するためには運動指
導などの保健指導が必要だと考えられた。ただ
し，今回観察した禁煙行動は，いわゆる個別の
禁煙保健指導の結果ではなく，職場の喫煙環境
の整備，喫煙放任を許さない社会環境の変化が
影響した結果であることには注意が必要であ
る14)。自主的に禁煙を開始している対象者へは，
禁煙指導の一環としての運動指導介入手法はと
れないからである。そして，禁煙対策と同様，
この肥満予防対策も，社会，職場の環境づくり
が伴ってはじめて，効果のある方法となりうる

事も考えておかなければならない。
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